
大 会 宣 言 

 
郵政民営化の是非をめぐって行われた２００５年総選挙において、自民党は３分の２に迫る議席

を獲得した。民主党を加えれば改憲発議に必要な議席をはるかに越える議席を占拠したことにな

る。１９９３年以来の、まさしく資本の側による、「政権交代可能な二大政党制実現のため」と称して

つくられた小選挙区制が生み出した結果である。 

一方、当時の日経連によって１９９５年に打ち出された「新時代の日本的経営」は今日あらゆる

職場で貫徹されている。これに対して労働の側「連合」は無策である。「派遣労働法」の改悪の容

認によって、労働者の雇用状況はまさしく急速に非正規化している。労働組合の組織率は低下の

一途である。 

ＮＴＴにおいては２００２年の１１万人大合理化によってつくりだされたアウトソーシング会社にお

いては、正規から非正規への雇用の置き換えが急速に進展している。成果主義賃金の導入が推

し進められ、労働者同士を競争に駆り立てている。 

こうした情勢において、ＮＴＴ「構造改革」に抗して結成された、われわれＮ関労の果たすべき役

割は限りなく大きい。急速に進行する雇用の流動化、賃下げに抗するため、ＯＳ会社へＮ関労の

旗を立てることが急務となっている。 

われわれは結成以来３年半、これまでＮＴＴ東西本社と闘う体制、千葉などＯＳ会社と闘う体制

をつくってきた。この成果を確認すると共に、この戦線をさらに広げ全国のＯＳ会社と闘う体制づく

りをめざす中期路線の確立めざす。 

こうした、「まともな労働組合」の旗を全国各地のＮＴＴグループの職場にうちたてることをつうじ

て、平和憲法の改悪を許さず、人間らしく働き生き続けられる社会をうちたてることを、ここに宣言

する。 
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